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障害者の雇用の促進等に関する法律 
昭和35年 7月25日 法律 第123号

障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律 
平成20年12月26日 法律 第96号

改正前 改正後
- 本則-
施行日：平成21年 4月 1日
（地域障害者職業センター）
第二十二条 地域障害者職業センターは、都道府県
の区域内において、次に掲げる業務を行う。
一 障害者に対する職業評価、職業指導、職業準
備訓練及び職業講習を行うこと。
二 事業主に雇用されている知的障害者等に対す
る職場への適応に関する事項についての助言
又は指導を行うこと。
三 事業主に対する障害者の雇用管理に関する事
項についての助言その他の援助を行うこと。
四 職場適応援助者の養成及び研修を行うこと。
◆追加◆
五 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこ
と。

（地域障害者職業センター）
第二十二条 地域障害者職業センターは、都道府県
の区域内において、次に掲げる業務を行う。
一 障害者に対する職業評価、職業指導、職業準
備訓練及び職業講習を行うこと。
二 事業主に雇用されている知的障害者等に対す
る職場への適応に関する事項についての助言
又は指導を行うこと。
三 事業主に対する障害者の雇用管理に関する事
項についての助言その他の援助を行うこと。
四 職場適応援助者の養成及び研修を行うこと。
五 第三十四条の障害者就業・生活支援センター
その他の関係機関に対する職業リハビリテー
ションに関する技術的事項についての助言そ
の他の援助を行うこと。
六 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこ
と。

- 本則-
施行日：平成21年 4月 1日
（子会社に雇用される労働者に関する特例）
第四十四条 特定の株式会社 ◆追加◆と厚生労働省
令で定める特殊の関係のある事業主で、当該事
業主及び当該株式会社（以下「子会社」とい
う。）の申請に基づいて当該子会社について次
に掲げる基準に適合する旨の厚生労働大臣の認
定を受けたもの（以下「親事業主」という。）
に係る前条第一項及び第五項の規定の適用につ
いては、当該子会社が雇用する労働者は当該親
事業主のみが雇用する労働者と、当該子会社の
事業所は当該親事業主の事業所とみなす。
一 当該子会社の行う事業と当該事業主の行う事
業との人的関係が緊密であること。
二 当該子会社が雇用する身体障害者又は知的障
害者である労働者の数及びその数の当該子会
社が雇用する労働者の総数に対する割合が、
それぞれ、厚生労働大臣が定める数及び率以
上であること。
三 当該子会社がその雇用する身体障害者又は知
的障害者である労働者の雇用管理を適正に行
うに足りる能力を有するものであること。
四 前二号に掲げるもののほか、当該子会社の行
う事業において、当該子会社が雇用する重度
身体障害者又は重度知的障害者その他の身体

（子会社に雇用される労働者に関する特例）
第四十四条 特定の株式会社 （第四十五条の三第一
項の認定に係る組合員たる事業主であるものを
除く。）と厚生労働省令で定める特殊の関係の
ある事業主で、当該事業主及び当該株式会社
（以下「子会社」という。）の申請に基づいて
当該子会社について次に掲げる基準に適合する
旨の厚生労働大臣の認定を受けたもの（以下
「親事業主」という。）に係る前条第一項及び
第五項の規定の適用については、当該子会社が
雇用する労働者は当該親事業主のみが雇用する
労働者と、当該子会社の事業所は当該親事業主
の事業所とみなす。
一 当該子会社の行う事業と当該事業主の行う事
業との人的関係が緊密であること。
二 当該子会社が雇用する身体障害者又は知的障
害者である労働者の数及びその数の当該子会
社が雇用する労働者の総数に対する割合が、
それぞれ、厚生労働大臣が定める数及び率以
上であること。
三 当該子会社がその雇用する身体障害者又は知
的障害者である労働者の雇用管理を適正に行
うに足りる能力を有するものであること。
四 前二号に掲げるもののほか、当該子会社の行
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障害者又は知的障害者である労働者の雇用の
促進及びその雇用の安定が確実に達成される
と認められること。

２ 厚生労働大臣は、前項の規定による認定をした
後において、親事業主が同項に定める特殊の関
係についての要件を満たさなくなつたとき若し
くは事業を廃止したとき、又は当該認定に係る
子会社について同項各号に掲げる基準に適合し
なくなつたと認めるときは、当該認定を取り消
すことができる。

う事業において、当該子会社が雇用する重度
身体障害者又は重度知的障害者その他の身体
障害者又は知的障害者である労働者の雇用の
促進及びその雇用の安定が確実に達成される
と認められること。

２ 厚生労働大臣は、前項の規定による認定をした
後において、親事業主が同項に定める特殊の関
係についての要件を満たさなくなつたとき若し
くは事業を廃止したとき、又は当該認定に係る
子会社について同項各号に掲げる基準に適合し
なくなつたと認めるときは、当該認定を取り消
すことができる。

- 本則-
施行日：平成21年 4月 1日
第四十五条 親事業主であつて、特定の株式会社
（当該親事業主の子会社 ◆追加◆を除く。）と
厚生労働省令で定める特殊の関係にあるもの
で、当該親事業主、当該子会社及び当該株式会
社（以下「関係会社」という。）の申請に基づ
いて当該親事業主及び当該関係会社について次
に掲げる基準に適合する旨の厚生労働大臣の認
定を受けたものに係る第四十三条第一項及び第
五項の規定の適用については、当該関係会社が
雇用する労働者は当該親事業主のみが雇用する
労働者と、当該関係会社の事業所は当該親事業
主の事業所とみなす。
一 当該関係会社の行う事業と当該子会社の行う
事業との人的関係若しくは営業上の関係が緊
密であること、又は当該関係会社が当該子会
社に出資していること。
二 当該親事業主が第七十八条各号に掲げる業務
を担当する者を同条の規定により選任してお
り、かつ、その者が当該子会社及び当該関係
会社についても同条第一号に掲げる業務を行
うこととしていること。
三 当該親事業主が、自ら雇用する身体障害者又
は知的障害者である労働者並びに当該子会社
及び当該関係会社に雇用される身体障害者又
は知的障害者である労働者の雇用の促進及び
雇用の安定を確実に達成することができると
認められること。

◆追加◆
２ 前条第二項の規定は、 前項の場合について準用
する。

第四十五条 親事業主であつて、特定の株式会社
（当該親事業主の子会社 及び第四十五条の三第
一項の認定に係る組合員たる事業主であるも
のを除く。）と厚生労働省令で定める特殊の関
係にあるもので、当該親事業主、当該子会社及
び当該株式会社（以下「関係会社」という。）
の申請に基づいて当該親事業主及び当該関係会
社について次に掲げる基準に適合する旨の厚生
労働大臣の認定を受けたものに係る第四十三条
第一項及び第五項の規定の適用については、当
該関係会社が雇用する労働者は当該親事業主の
みが雇用する労働者と、当該関係会社の事業所
は当該親事業主の事業所とみなす。
一 当該関係会社の行う事業と当該子会社の行う
事業との人的関係若しくは営業上の関係が緊
密であること、又は当該関係会社が当該子会
社に出資していること。
二 当該親事業主が第七十八条各号に掲げる業務
を担当する者を同条の規定により選任してお
り、かつ、その者が当該子会社及び当該関係
会社についても同条第一号に掲げる業務を行
うこととしていること。
三 当該親事業主が、自ら雇用する身体障害者又
は知的障害者である労働者並びに当該子会社
及び当該関係会社に雇用される身体障害者又
は知的障害者である労働者の雇用の促進及び
雇用の安定を確実に達成することができると
認められること。

２ 関係会社が、前条第一項又は次条第一項の認定
を受けたものである場合は、前項の申請をする
ことができない。
３ 前条第二項の規定は、 第一項の場合について準
用する。

- 本則-
施行日：平成21年 4月 1日
◆追加◆ （関係子会社に雇用される労働者に関する特例）

第四十五条の二 事業主であつて、当該事業主及び
そのすべての子会社の申請に基づいて当該事業
主及び当該申請に係る子会社（以下「関係子会
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社」という。）について次に掲げる基準に適合
する旨の厚生労働大臣の認定を受けたもの（以
下「関係親事業主」という。）に係る第四十三
条第一項及び第五項の規定の適用については、
当該関係子会社が雇用する労働者は当該関係親
事業主のみが雇用する労働者と、当該関係子会
社の事業所は当該関係親事業主の事業所とみな
す。
一 当該事業主が第七十八条各号に掲げる業務を
担当する者を同条の規定により選任してお
り、かつ、その者が当該関係子会社について
も同条第一号に掲げる業務を行うこととして
いること。
二 当該事業主が、自ら雇用する身体障害者又は
知的障害者である労働者及び当該関係子会社
に雇用される身体障害者又は知的障害者であ
る労働者の雇用の促進及び雇用の安定を確実
に達成することができると認められること。
三 当該関係子会社が雇用する身体障害者又は知
的障害者である労働者の数が、厚生労働大臣
が定める数以上であること。
四 当該関係子会社がその雇用する身体障害者若
しくは知的障害者である労働者の雇用管理を
適正に行うに足りる能力を有し、又は他の関
係子会社が雇用する身体障害者若しくは知的
障害者である労働者の行う業務に関し、その
行う事業と当該他の関係子会社の行う事業と
の人的関係若しくは営業上の関係が緊密であ
ること。

２ 関係子会社が第四十四条第一項又は前条第一項
の認定を受けたものである場合については、こ
れらの規定にかかわらず、当該子会社又は当該
関係会社を関係子会社とみなして、前項（第三
号及び第四号を除く。）の規定を適用する。
３ 事業主であつて、その関係子会社に第一項の認
定を受けたものがあるものは、同項の認定を受
けることができない。
４ 第一項第三号の身体障害者又は知的障害者であ
る労働者の数の算定に当たつては、重度身体障
害者又は重度知的障害者である労働者は、その
一人をもつて、政令で定める数の身体障害者又
は知的障害者である労働者に相当するものとみ
なす。
５ 第四十四条第二項の規定は、第一項の場合につ
いて準用する。

- 本則-
施行日：平成21年 4月 1日
◆追加◆ （特定事業主に雇用される労働者に関する特例）

第四十五条の三 事業協同組合等であつて、当該事
業協同組合等及び複数のその組合員たる事業主
（その雇用する労働者の数が常時第四十三条第
五項の厚生労働省令で定める数以上である事業
主に限り、第四十四条第一項、第四十五条第一
項、前条第一項又はこの項の認定に係る子会
社、関係会社、関係子会社又は組合員たる事業
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主であるものを除く。以下「特定事業主」とい
う。）の申請に基づいて当該事業協同組合等及
び当該特定事業主について次に掲げる基準に適
合する旨の厚生労働大臣の認定を受けたもの
（以下「特定組合等」という。）に係る第四十
三条第一項及び第五項の規定の適用について
は、当該特定事業主が雇用する労働者は当該特
定組合等のみが雇用する労働者と、当該特定事
業主の事業所は当該特定組合等の事業所とみな
す。
一 当該事業協同組合等が自ら雇用する身体障害
者又は知的障害者である労働者が行う業務に
関し、当該事業協同組合等の行う事業と当該
特定事業主の行う事業との人的関係又は営業
上の関係が緊密であること。
二 当該事業協同組合等の定款、規約その他これ
らに準ずるものにおいて、当該事業協同組合
等が第五十三条第一項の障害者雇用納付金を
徴収された場合に、特定事業主の身体障害者
又は知的障害者である労働者の雇用状況に応
じて当該障害者雇用納付金に係る経費を特定
事業主に賦課する旨の定めがあること。
三 当該事業協同組合等が、自ら雇用する身体障
害者又は知的障害者である労働者及び当該特
定事業主に雇用される身体障害者又は知的障
害者である労働者の雇用の促進及び雇用の安
定に関する事業（第三項において「雇用促進
事業」という。）を適切に実施するための計
画（以下この号及び同項において「実施計
画」という。）を作成し、実施計画に従つ
て、当該身体障害者又は知的障害者である労
働者の雇用の促進及び雇用の安定を確実に達
成することができると認められること。
四 当該事業協同組合等が自ら雇用する身体障害
者又は知的障害者である労働者の数及びその
数の当該事業協同組合等が雇用する労働者の
総数に対する割合が、それぞれ、厚生労働大
臣が定める数及び率以上であること。
五 当該事業協同組合等が自ら雇用する身体障害
者又は知的障害者である労働者の雇用管理を
適正に行うに足りる能力を有するものである
こと。
六 当該特定事業主が雇用する身体障害者又は知
的障害者である労働者の数が、厚生労働大臣
が定める数以上であること。

２ この条において「事業協同組合等」とは、事業
協同組合その他の特別の法律により設立された
組合であつて厚生労働省令で定めるものをい
う。
３ 実施計画には、次に掲げる事項を記載しなけれ
ばならない。
一 雇用促進事業の目標（事業協同組合等及び特
定事業主がそれぞれ雇用しようとする身体障
害者又は知的障害者である労働者の数に関す
る目標を含む。）
二 雇用促進事業の内容
三 雇用促進事業の実施時期
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４ 特定事業主が、第四十四条第一項、前条第一項
又は第一項の認定を受けたものである場合は、
同項の申請をすることができない。
５ 前条第四項の規定は、第一項第六号の身体障害
者又は知的障害者である労働者の数の算定につ
いて準用する。
６ 厚生労働大臣は、第一項の規定による認定をし
た後において、当該認定に係る事業協同組合等
及び特定事業主について同項各号に掲げる基準
に適合しなくなつたと認めるときは、当該認定
を取り消すことができる。

- 本則-
施行日：平成21年 4月 1日
（一般事業主の身体障害者又は知的障害者の雇入
れに関する計画）
第四十六条 厚生労働大臣は、身体障害者又は知的
障害者の雇用を促進するため必要があると認め
る場合には、その雇用する身体障害者又は知的
障害者である労働者の数が法定雇用障害者数未
満である事業主 ◆追加◆に対して、身体障害者
又は知的障害者である労働者の数がその法定雇
用障害者数以上となるようにするため、厚生労
働省令で定めるところにより、身体障害者又は
知的障害者の雇入れに関する計画の作成を命ず
ることができる。
２ 前項の身体障害者又は知的障害者である労働者
の数の算定に当たつては、重度身体障害者又は
重度知的障害者である労働者は、その一人をも
つて、政令で定める数の身体障害者又は知的障
害者である労働者に相当するものとみなす。
３ 親事業主に係る第一項の規定の適用について
は、当該子会社及び当該関係会社が雇用する 労
働者は、当該親事業主のみが雇用する労働者と
◆追加◆みなす。
４ 事業主は、第一項の計画を作成したときは、厚
生労働省令で定めるところにより、これを厚生
労働大臣に提出しなければならない。これを変
更したときも、同様とする。
５ 厚生労働大臣は、第一項の計画が著しく不適当
であると認めるときは、当該計画を作成した事
業主に対してその変更を勧告することができ
る。
６ 厚生労働大臣は、特に必要があると認めるとき
は、第一項の計画を作成した事業主に対して、
その適正な実施に関し、勧告をすることができ
る。

（一般事業主の身体障害者又は知的障害者の雇入
れに関する計画）
第四十六条 厚生労働大臣は、身体障害者又は知的
障害者の雇用を促進するため必要があると認め
る場合には、その雇用する身体障害者又は知的
障害者である労働者の数が法定雇用障害者数未
満である事業主 （特定組合等及び前条第一項の
認定に係る特定事業主であるものを除く。以下
この条及び次条において同じ。）に対して、身
体障害者又は知的障害者である労働者の数がそ
の法定雇用障害者数以上となるようにするた
め、厚生労働省令で定めるところにより、身体
障害者又は知的障害者の雇入れに関する計画の
作成を命ずることができる。
２ 第四十五条の二第四項の規定は、前項の身体障
害者又は知的障害者である労働者の数の算定に
ついて準用する。
３ 親事業主又は関係親事業主に係る第一項の規定
の適用については、当該子会社及び当該関係会
社が雇用する 労働者は当該親事業主のみが雇用
する労働者と 、当該関係子会社が雇用する労働
者は当該関係親事業主のみが雇用する労働者
とみなす。
４ 事業主は、第一項の計画を作成したときは、厚
生労働省令で定めるところにより、これを厚生
労働大臣に提出しなければならない。これを変
更したときも、同様とする。
５ 厚生労働大臣は、第一項の計画が著しく不適当
であると認めるときは、当該計画を作成した事
業主に対してその変更を勧告することができ
る。
６ 厚生労働大臣は、特に必要があると認めるとき
は、第一項の計画を作成した事業主に対して、
その適正な実施に関し、勧告をすることができ
る。

- 本則-
施行日：平成21年 4月 1日
（特定身体障害者）
第四十八条 国及び地方公共団体の任命権者は、特
定職種（労働能力はあるが、別表に掲げる障害

（特定身体障害者）
第四十八条 国及び地方公共団体の任命権者は、特
定職種（労働能力はあるが、別表に掲げる障害
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の程度が重いため通常の職業に就くことが特に
困難である身体障害者の能力にも適合すると認
められる職種で政令で定めるものをいう。以下
この条において同じ。）の職員の採用につい
て、当該機関に勤務する特定身体障害者（身体
障害者のうち特定職種ごとに政令で定める者に
該当する者をいう。以下この条において同
じ。）である当該職種の職員の数が、当該機関
に勤務する当該職種の職員の総数に、職種に応
じて政令で定める特定身体障害者雇用率を乗じ
て得た数（その数に一人未満の端数があるとき
は、その端数は、切り捨てる。）未満である場
合には、特定身体障害者である当該職種の職員
の数がその特定身体障害者雇用率を乗じて得た
数以上となるようにするため、政令で定めると
ころにより、特定身体障害者の採用に関する計
画を作成しなければならない。
２ 第三十九条の規定は、前項の計画について準用
する。
３ 承認省庁又は認定地方機関に係る第一項の規定
の適用については、当該外局等又は当該その他
機関に勤務する職員は、当該承認省庁又は当該
認定地方機関のみに勤務する職員とみなす。
４ 事業主は、特定職種の労働者の雇入れについて
は、その雇用する特定身体障害者である当該職
種の労働者の数が、その雇用する当該職種の労
働者の総数に、職種に応じて厚生労働省令で定
める特定身体障害者雇用率を乗じて得た数（そ
の数に一人未満の端数があるときは、その端数
は、切り捨てる。）以上であるように努めなけ
ればならない。
５ 厚生労働大臣は、特定身体障害者の雇用を促進
するため特に必要があると認める場合には、そ
の雇用する特定身体障害者である特定職種の労
働者の数が前項の規定により算定した数未満で
あり、かつ、その数を増加するのに著しい困難
を伴わないと認められる事業主（その雇用する
当該職種の労働者の数が職種に応じて厚生労働
省令で定める数以上であるものに限る。）に対
して、特定身体障害者である当該職種の労働者
の数が同項の規定により算定した数以上となる
ようにするため、厚生労働省令で定めるところ
により、特定身体障害者の雇入れに関する計画
の作成を命ずることができる。
◆追加◆
６ 第四十六条第三項の規定は親事業主に係る前二
項の規定の適用について、同条第四項及び第五
項の規定は 前項の計画について準用する。

の程度が重いため通常の職業に就くことが特に
困難である身体障害者の能力にも適合すると認
められる職種で政令で定めるものをいう。以下
この条において同じ。）の職員の採用につい
て、当該機関に勤務する特定身体障害者（身体
障害者のうち特定職種ごとに政令で定める者に
該当する者をいう。以下この条において同
じ。）である当該職種の職員の数が、当該機関
に勤務する当該職種の職員の総数に、職種に応
じて政令で定める特定身体障害者雇用率を乗じ
て得た数（その数に一人未満の端数があるとき
は、その端数は、切り捨てる。）未満である場
合には、特定身体障害者である当該職種の職員
の数がその特定身体障害者雇用率を乗じて得た
数以上となるようにするため、政令で定めると
ころにより、特定身体障害者の採用に関する計
画を作成しなければならない。
２ 第三十九条の規定は、前項の計画について準用
する。
３ 承認省庁又は認定地方機関に係る第一項の規定
の適用については、当該外局等又は当該その他
機関に勤務する職員は、当該承認省庁又は当該
認定地方機関のみに勤務する職員とみなす。
４ 事業主は、特定職種の労働者の雇入れについて
は、その雇用する特定身体障害者である当該職
種の労働者の数が、その雇用する当該職種の労
働者の総数に、職種に応じて厚生労働省令で定
める特定身体障害者雇用率を乗じて得た数（そ
の数に一人未満の端数があるときは、その端数
は、切り捨てる。）以上であるように努めなけ
ればならない。
５ 厚生労働大臣は、特定身体障害者の雇用を促進
するため特に必要があると認める場合には、そ
の雇用する特定身体障害者である特定職種の労
働者の数が前項の規定により算定した数未満で
あり、かつ、その数を増加するのに著しい困難
を伴わないと認められる事業主（その雇用する
当該職種の労働者の数が職種に応じて厚生労働
省令で定める数以上であるものに限る。）に対
して、特定身体障害者である当該職種の労働者
の数が同項の規定により算定した数以上となる
ようにするため、厚生労働省令で定めるところ
により、特定身体障害者の雇入れに関する計画
の作成を命ずることができる。
６ 親事業主、関係親事業主又は特定組合等に係る
前二項の規定の適用については、当該子会社及
び当該関係会社が雇用する労働者は当該親事業
主のみが雇用する労働者と、当該関係子会社が
雇用する労働者は当該関係親事業主のみが雇用
する労働者と、当該特定事業主が雇用する労働
者は当該特定組合等のみが雇用する労働者とみ
なす。
７ 第四十六条第四項及び第五項の規定は 、第五
項の計画について準用する。

- 本則-
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施行日：平成21年 4月 1日
（障害者雇用調整金の支給）
第五十条 機構は、政令で定めるところにより、各
年度（四月一日から翌年三月三十一日までをい
う。以下同じ。）ごとに、第五十四条第二項に
規定する調整基礎額に当該年度に属する各月
（当該年度の中途に事業を開始し、又は廃止し
た事業主にあつては、当該事業を開始した日の
属する月の翌月以後の各月又は当該事業を廃止
した日の属する月の前月以前の各月に限る。以
下同じ。）ごとの初日におけるその雇用する身
体障害者又は知的障害者である労働者の数の合
計数を乗じて得た額が同条第一項の規定により
算定した額を超える事業主に対して、その差額
に相当する額を当該調整基礎額で除して得た数
を単位調整額に乗じて得た額に相当する金額
を、当該年度分の障害者雇用調整金（以下「調
整金」という。）として支給する。
２ 前項の単位調整額は、事業主がその雇用する労
働者の数に第五十四条第三項に規定する基準雇
用率を乗じて得た数を超えて新たに身体障害者
又は知的障害者である者を雇用するものとした
場合に当該身体障害者又は知的障害者である者
一人につき通常追加的に必要とされる一月当た
りの同条第二項に規定する特別費用の額の平均
額を基準として、政令で定める金額とする。
３ 第四十六条第二項の規定は第一項の身体障害者
又は知的障害者である労働者の数の算定につい
て、 同条第三項の規定は親事業主 ◆追加◆に係
る第一項の規定の適用について準用する。
４ 親事業主に係る第一項の規定の適用について
は、機構は ◆追加◆、当該親事業主 又は当該子
会社のうちのいずれかに対して調整金を支給す
ることができる。
５ 前三項に定めるもののほか、法人である事業主
が合併した場合又は個人である事業主について
相続（包括遺贈を含む。第六十八条において同
じ。）があつた場合における調整金の額の算定
の特例その他調整金に関し必要な事項は、政令
で定める。

（障害者雇用調整金の支給）
第五十条 機構は、政令で定めるところにより、各
年度（四月一日から翌年三月三十一日までをい
う。以下同じ。）ごとに、第五十四条第二項に
規定する調整基礎額に当該年度に属する各月
（当該年度の中途に事業を開始し、又は廃止し
た事業主にあつては、当該事業を開始した日の
属する月の翌月以後の各月又は当該事業を廃止
した日の属する月の前月以前の各月に限る。以
下同じ。）ごとの初日におけるその雇用する身
体障害者又は知的障害者である労働者の数の合
計数を乗じて得た額が同条第一項の規定により
算定した額を超える事業主に対して、その差額
に相当する額を当該調整基礎額で除して得た数
を単位調整額に乗じて得た額に相当する金額
を、当該年度分の障害者雇用調整金（以下「調
整金」という。）として支給する。
２ 前項の単位調整額は、事業主がその雇用する労
働者の数に第五十四条第三項に規定する基準雇
用率を乗じて得た数を超えて新たに身体障害者
又は知的障害者である者を雇用するものとした
場合に当該身体障害者又は知的障害者である者
一人につき通常追加的に必要とされる一月当た
りの同条第二項に規定する特別費用の額の平均
額を基準として、政令で定める金額とする。
３ 第四十五条の二第四項の規定は第一項の身体障
害者又は知的障害者である労働者の数の算定に
ついて、 第四十八条第六項の規定は親事業主 、
関係親事業主又は特定組合等に係る第一項の規
定の適用について準用する。
４ 親事業主、関係親事業主又は特定組合等に係
る第一項の規定の適用については、機構は 、厚
生労働省令で定めるところにより、当該親事業
主 、当該子会社若しくは当該関係会社、当該関
係親事業主若しくは当該関係子会社又は当該特
定組合等若しくは当該特定事業主に対して調整
金を支給することができる。
５ 前三項に定めるもののほか、法人である事業主
が合併した場合又は個人である事業主について
相続（包括遺贈を含む。第六十八条において同
じ。）があつた場合における調整金の額の算定
の特例その他調整金に関し必要な事項は、政令
で定める。

- 本則-
施行日：平成21年 4月 1日
（納付金の額等）
第五十四条 事業主が納付すべき納付金の額は、各
年度につき、調整基礎額に、当該年度に属する
各月ごとにその初日におけるその雇用する労働
者の数に基準雇用率を乗じて得た数（その数に
一人未満の端数があるときは、その端数は、切
り捨てる。）の合計数を乗じて得た額とする。
２ 前項の調整基礎額は、事業主がその雇用する労
働者の数に基準雇用率を乗じて得た数に達する

（納付金の額等）
第五十四条 事業主が納付すべき納付金の額は、各
年度につき、調整基礎額に、当該年度に属する
各月ごとにその初日におけるその雇用する労働
者の数に基準雇用率を乗じて得た数（その数に
一人未満の端数があるときは、その端数は、切
り捨てる。）の合計数を乗じて得た額とする。
２ 前項の調整基礎額は、事業主がその雇用する労
働者の数に基準雇用率を乗じて得た数に達する
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までの数の身体障害者又は知的障害者である者
を雇用するものとした場合に当該身体障害者又
は知的障害者である者一人につき通常必要とさ
れる一月当たりの特別費用（身体障害者又は知
的障害者である者を雇用する場合に必要な施設
又は設備の設置又は整備その他の身体障害者又
は知的障害者である者の適正な雇用管理に必要
な措置に通常要する費用その他身体障害者又は
知的障害者である者を雇用するために特別に必
要とされる費用をいう。）の額の平均額を基準
として、政令で定める金額とする。
３ 前二項の基準雇用率は、労働者の総数に対する
身体障害者又は知的障害者である労働者の総数
の割合を基準として設定するものとし、少なく
とも五年ごとに、当該割合の推移を勘案して政
令で定める。
４ 第四十六条第二項の規定は前項の身体障害者又
は知的障害者である労働者の総数の算定につい
て、 同条第三項の規定は親事業主 ◆追加◆に係
る第一項の規定の適用について準用する。

までの数の身体障害者又は知的障害者である者
を雇用するものとした場合に当該身体障害者又
は知的障害者である者一人につき通常必要とさ
れる一月当たりの特別費用（身体障害者又は知
的障害者である者を雇用する場合に必要な施設
又は設備の設置又は整備その他の身体障害者又
は知的障害者である者の適正な雇用管理に必要
な措置に通常要する費用その他身体障害者又は
知的障害者である者を雇用するために特別に必
要とされる費用をいう。）の額の平均額を基準
として、政令で定める金額とする。
３ 前二項の基準雇用率は、労働者の総数に対する
身体障害者又は知的障害者である労働者の総数
の割合を基準として設定するものとし、少なく
とも五年ごとに、当該割合の推移を勘案して政
令で定める。
４ 第四十五条の二第四項の規定は前項の身体障害
者又は知的障害者である労働者の総数の算定に
ついて、 第四十八条第六項の規定は親事業主 、
関係親事業主又は特定組合等に係る第一項の規
定の適用について準用する。

- 本則-
施行日：平成21年 4月 1日
第五十五条 前条第一項の場合において、当該事業
主が当該年度において身体障害者又は知的障害
者である労働者を雇用しており、かつ、同条第
二項に規定する調整基礎額に当該年度に属する
各月ごとの初日における当該事業主の雇用する
身体障害者又は知的障害者である労働者の数の
合計数を乗じて得た額が同条第一項の規定によ
り算定した額に達しないときは、当該事業主が
納付すべき納付金の額は、同項の規定にかかわ
らず、その差額（第七十四条の二第四項及び第
五項において「算定額」という。）に相当する
金額とする。
２ 前条第一項の場合において、当該事業主が当該
年度において身体障害者又は知的障害者である
労働者を雇用しており、かつ、同条第二項に規
定する調整基礎額に当該年度に属する各月ごと
の初日における当該事業主の雇用する身体障害
者又は知的障害者である労働者の数の合計数を
乗じて得た額が同条第一項の規定により算定し
た額以上であるときは、当該事業主について
は、同項の規定にかかわらず、納付金は、徴収
しない。
３ 第四十六条第二項の規定は前二項の身体障害者
又は知的障害者である労働者の数の算定につい
て、 同条第三項の規定は親事業主 ◆追加◆に係
る前二項の規定の適用について準用する。

第五十五条 前条第一項の場合において、当該事業
主が当該年度において身体障害者又は知的障害
者である労働者を雇用しており、かつ、同条第
二項に規定する調整基礎額に当該年度に属する
各月ごとの初日における当該事業主の雇用する
身体障害者又は知的障害者である労働者の数の
合計数を乗じて得た額が同条第一項の規定によ
り算定した額に達しないときは、当該事業主が
納付すべき納付金の額は、同項の規定にかかわ
らず、その差額（第七十四条の二第四項及び第
五項において「算定額」という。）に相当する
金額とする。
２ 前条第一項の場合において、当該事業主が当該
年度において身体障害者又は知的障害者である
労働者を雇用しており、かつ、同条第二項に規
定する調整基礎額に当該年度に属する各月ごと
の初日における当該事業主の雇用する身体障害
者又は知的障害者である労働者の数の合計数を
乗じて得た額が同条第一項の規定により算定し
た額以上であるときは、当該事業主について
は、同項の規定にかかわらず、納付金は、徴収
しない。
３ 第四十五条の二第四項の規定は前二項の身体障
害者又は知的障害者である労働者の数の算定に
ついて、 第四十八条第六項の規定は親事業主 、
関係親事業主又は特定組合等に係る前二項の規
定の適用について準用する。

- 本則-
施行日：平成21年 4月 1日
（納付金の納付等） （納付金の納付等）
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第五十六条 事業主は、各年度ごとに、当該年度に
係る納付金の額その他の厚生労働省令で定める
事項を記載した申告書を翌年度の初日（当該年
度の中途に事業を廃止した事業主にあつては、
当該事業を廃止した日）から四十五日以内に機
構に提出しなければならない。
２ 事業主は、前項の申告に係る額の納付金を、同
項の申告書の提出期限までに納付しなければな
らない。
３ 第一項の申告書には、当該年度に属する各月ご
との初日における各事業所ごとの労働者の数及
び身体障害者又は知的障害者である労働者の数
その他の厚生労働省令で定める事項を記載した
書類を添付しなければならない。
４ 機構は、事業主が第一項の申告書の提出期限ま
でに同項の申告書を提出しないとき、又は同項
の申告書の記載に誤りがあると認めたときは、
納付金の額を決定し、事業主に納入の告知をす
る。
５ 前項の規定による納入の告知を受けた事業主
は、第一項の申告書を提出していないとき（納
付すべき納付金の額がない旨の記載をした申告
書を提出しているときを含む。）は前項の規定
により機構が決定した額の納付金の全額を、第
一項の申告に係る納付金の額が前項の規定によ
り機構が決定した納付金の額に足りないときは
その不足額を、その通知を受けた日から十五日
以内に機構に納付しなければならない。
６ 事業主が納付した納付金の額が、第四項の規定
により機構が決定した納付金の額を超える場合
には、機構は、その超える額について、未納の
納付金その他この節の規定による徴収金がある
ときはこれに充当し、なお残余があれば還付
し、未納の納付金その他この款の規定による徴
収金がないときはこれを還付しなければならな
い。
７ 第四十六条第三項の規定は、親事業主 ◆追加
◆に係る第一項、第三項及び第四項の規定の適
用について準用する。この場合において、 同条
第三項中「、当該親事業主」とあるのは「当該
親事業主」と、「とみなす」 とあるのは「と、
当該子会社及び当該関係会社の事業所は当該親
事業主の事業所と ◆追加◆みなす」と読み替え
るものとする。

第五十六条 事業主は、各年度ごとに、当該年度に
係る納付金の額その他の厚生労働省令で定める
事項を記載した申告書を翌年度の初日（当該年
度の中途に事業を廃止した事業主にあつては、
当該事業を廃止した日）から四十五日以内に機
構に提出しなければならない。
２ 事業主は、前項の申告に係る額の納付金を、同
項の申告書の提出期限までに納付しなければな
らない。
３ 第一項の申告書には、当該年度に属する各月ご
との初日における各事業所ごとの労働者の数及
び身体障害者又は知的障害者である労働者の数
その他の厚生労働省令で定める事項を記載した
書類を添付しなければならない。
４ 機構は、事業主が第一項の申告書の提出期限ま
でに同項の申告書を提出しないとき、又は同項
の申告書の記載に誤りがあると認めたときは、
納付金の額を決定し、事業主に納入の告知をす
る。
５ 前項の規定による納入の告知を受けた事業主
は、第一項の申告書を提出していないとき（納
付すべき納付金の額がない旨の記載をした申告
書を提出しているときを含む。）は前項の規定
により機構が決定した額の納付金の全額を、第
一項の申告に係る納付金の額が前項の規定によ
り機構が決定した納付金の額に足りないときは
その不足額を、その通知を受けた日から十五日
以内に機構に納付しなければならない。
６ 事業主が納付した納付金の額が、第四項の規定
により機構が決定した納付金の額を超える場合
には、機構は、その超える額について、未納の
納付金その他この節の規定による徴収金がある
ときはこれに充当し、なお残余があれば還付
し、未納の納付金その他この款の規定による徴
収金がないときはこれを還付しなければならな
い。
７ 第四十八条第六項の規定は、親事業主 、関係親
事業主又は特定組合等に係る第一項、第三項及
び第四項の規定の適用について準用する。この
場合において、 同条第六項中「とみなす」 とあ
るのは、「と、当該子会社及び当該関係会社の
事業所は当該親事業主の事業所と 、当該関係子
会社の事業所は当該関係親事業主の事業所と、
当該特定事業主の事業所は当該特定組合等の事
業所とみなす」と読み替えるものとする。

- 本則-
施行日：平成21年 4月 1日
第三節 重度身体障害者又は重度知的障害者で
ある短時間労働者等に関する特例

（雇用義務等及び納付金関係業務に係る規定の適
用に関する特例）
第六十九条 重度身体障害者又は重度知的障害者で
ある短時間勤務職員及び重度身体障害者又は重
度知的障害者である短時間労働者については、
この節に定めるところにより、身体障害者又は

第三節 重度身体障害者又は重度知的障害者で
ある短時間労働者等に関する特例

（雇用義務等及び納付金関係業務に係る規定の適
用に関する特例）
第六十九条 重度身体障害者又は重度知的障害者で
ある短時間勤務職員及び重度身体障害者又は重
度知的障害者である短時間労働者については、
この節に定めるところにより、身体障害者又は
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知的障害者である職員及び身体障害者又は知的
障害者である労働者に関する前二節（第三十七
条、第三十八条第二項、第四十三条第二項から
第四項まで、 第四十六条第二項（第五十条第三
項、第五十四条第四項及び第五十五条第三項に
おいて準用する場合を含む。）、第四十八条、
第五十条第二項並びに第五十四条第二項及び第
三項を除く。）の規定を適用するものとする。

知的障害者である職員及び身体障害者又は知的
障害者である労働者に関する前二節（第三十七
条、第三十八条第二項、第四十三条第二項から
第四項まで、 第四十五条の二第四項（第四十五
条の三第五項、第四十六条第二項、第五十条第
三項、第五十四条第四項及び第五十五条第三項
において準用する場合を含む。）、第四十八
条、第五十条第二項並びに第五十四条第二項及
び第三項を除く。）の規定を適用するものとす
る。

- 本則-
施行日：平成21年 4月 1日
（雇用義務等に係る規定の重度身体障害者又は重
度知的障害者である短時間労働者についての適用
に関する特例）
第七十一条 第四十三条第一項の場合において、当
該事業主が重度身体障害者又は重度知的障害者
である短時間労働者を雇用しているときにおけ
る同項の規定の適用については、当該雇用関係
の変動がある時に、当該事業主が身体障害者又
は知的障害者である労働者以外の労働者に替え
て当該重度身体障害者又は重度知的障害者であ
る短時間労働者の一人をもつて同条第三項の政
令で定める数に満たない範囲内において厚生労
働省令で定める数に相当する数の身体障害者又
は知的障害者である労働者を雇い入れたものと
みなす。
２ 第四十三条第五項の規定の適用については、重
度身体障害者又は重度知的障害者である短時間
労働者は、身体障害者又は知的障害者である労
働者とみなす。
３ 第四十四条第一項及び第四十五条第一項の規定
の適用については、第四十四条第一項（第二号
を除く。）及び第四十五条第一項中「雇用する
労働者」とあるのは「雇用する労働者又は重度
身体障害者若しくは重度知的障害者である短時
間労働者」と、「又は知的障害者である労働
者」とあるのは「若しくは知的障害者である労
働者又は重度身体障害者若しくは重度知的障害
者である短時間労働者」とする。
４ 第四十六条第一項の規定の適用については、重
度身体障害者又は重度知的障害者である短時間
労働者は、身体障害者又は知的障害者である労
働者とみなし、同項の身体障害者又は知的障害
者である労働者の数の算定については、重度身
体障害者又は重度知的障害者である短時間労働
者は、その一人をもつて、 同条第二項の政令で
定める数に満たない範囲内において厚生労働省
令で定める数の身体障害者又は知的障害者であ
る労働者に相当するものとみなす。
５ 事業主は、第四十六条第一項の身体障害者又は
知的障害者の雇入れに関する計画を作成し、又
は実施する場合においては、重度身体障害者又
は重度知的障害者である短時間労働者の雇入れ
は身体障害者又は知的障害者である労働者の雇

（雇用義務等に係る規定の重度身体障害者又は重
度知的障害者である短時間労働者についての適用
に関する特例）
第七十一条 第四十三条第一項の場合において、当
該事業主が重度身体障害者又は重度知的障害者
である短時間労働者を雇用しているときにおけ
る同項の規定の適用については、当該雇用関係
の変動がある時に、当該事業主が身体障害者又
は知的障害者である労働者以外の労働者に替え
て当該重度身体障害者又は重度知的障害者であ
る短時間労働者の一人をもつて同条第三項の政
令で定める数に満たない範囲内において厚生労
働省令で定める数に相当する数の身体障害者又
は知的障害者である労働者を雇い入れたものと
みなす。
２ 第四十三条第五項の規定の適用については、重
度身体障害者又は重度知的障害者である短時間
労働者は、身体障害者又は知的障害者である労
働者とみなす。
３ 第四十四条第一項、第四十五条第一項、第四十
五条の二第一項並びに第四十五条の三第一項及
び第三項の規定の適用については、重度身体障
害者又は重度知的障害者である短時間労働者
は、第四十五条の二第一項第三号及び第四十五
条の三第一項第六号において身体障害者又は知
的障害者である労働者とみなし、これらの規定
の身体障害者又は知的障害者である労働者の数
の算定については、重度身体障害者又は重度知
的障害者である短時間労働者は、その一人をも
つて、第四十五条の二第四項の政令で定める数
に満たない範囲内において厚生労働省令で定め
る数の身体障害者又は知的障害者である労働者
に相当するものとみなし、第四十四条第一項
（第二号を除く。）、第四十五条第一項及び第
四十五条の二第一項（第三号を除く。）中「雇
用する労働者」とあるのは「雇用する労働者又
は重度身体障害者若しくは重度知的障害者であ
る短時間労働者」と、「又は知的障害者である
労働者」とあるのは「若しくは知的障害者であ
る労働者又は重度身体障害者若しくは重度知的
障害者である短時間労働者」と、同項第四号中
「労働者」とあるのは「労働者若しくは重度身
体障害者若しくは重度知的障害者である短時間
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入れに含まれるものとして、当該作成又は実施
をすることができる。
６ 第四十六条第三項の規定の適用については、同
項中「労働者」とあるのは、「労働者又は重度
身体障害者若しくは重度知的障害者である短時
間労働者」とする。

労働者」と、第四十五条の三第一項（第四号及
び第六号を除く。）中「が雇用する労働者」と
あるのは「が雇用する労働者又は重度身体障害
者若しくは重度知的障害者である短時間労働
者」と、「又は知的障害者である労働者」とあ
るのは「若しくは知的障害者である労働者又は
重度身体障害者若しくは重度知的障害者である
短時間労働者」と、同条第三項第一号中「又は
知的障害者である労働者」とあるのは「若しく
は知的障害者である労働者又は重度身体障害者
若しくは重度知的障害者である短時間労働者」
とする。
４ 第四十六条第一項の規定の適用については、重
度身体障害者又は重度知的障害者である短時間
労働者は、身体障害者又は知的障害者である労
働者とみなし、同項の身体障害者又は知的障害
者である労働者の数の算定については、重度身
体障害者又は重度知的障害者である短時間労働
者は、その一人をもつて、 第四十五条の二第四
項の政令で定める数に満たない範囲内において
厚生労働省令で定める数の身体障害者又は知的
障害者である労働者に相当するものとみなす。
５ 事業主は、第四十六条第一項の身体障害者又は
知的障害者の雇入れに関する計画を作成し、又
は実施する場合においては、重度身体障害者又
は重度知的障害者である短時間労働者の雇入れ
は身体障害者又は知的障害者である労働者の雇
入れに含まれるものとして、当該作成又は実施
をすることができる。
６ 第四十六条第三項の規定の適用については、同
項中「労働者」とあるのは、「労働者又は重度
身体障害者若しくは重度知的障害者である短時
間労働者」とする。

- 本則-
施行日：平成21年 4月 1日
（重度身体障害者又は重度知的障害者である短時
間労働者に関する納付金関係業務の実施等）
第七十二条 第五十条第一項の身体障害者又は知的
障害者である労働者の数の算定に当たつては、
重度身体障害者又は重度知的障害者である短時
間労働者は、その一人をもつて、同条第三項に
おいて準用する 第四十六条第二項の政令で定め
る数に満たない範囲内において厚生労働省令で
定める数の身体障害者又は知的障害者である労
働者に相当するものとみなす。
２ 第五十条第三項、第五十五条第三項及び第五十
六条第七項において準用する 第四十六条第三
項の規定の適用については、同項中「労働者」
とあるのは、「労働者又は重度身体障害者若し
くは重度知的障害者である短時間労働者」とす
る。
３ 厚生労働大臣は、重度身体障害者又は重度知的
障害者である短時間労働者に関しても、第四十
九条第一項第二号から第九号まで及び第十一号
に掲げる業務に相当する業務を行うことができ

（重度身体障害者又は重度知的障害者である短時
間労働者に関する納付金関係業務の実施等）
第七十二条 第五十条第一項の身体障害者又は知的
障害者である労働者の数の算定に当たつては、
重度身体障害者又は重度知的障害者である短時
間労働者は、その一人をもつて、同条第三項に
おいて準用する 第四十五条の二第四項の政令で
定める数に満たない範囲内において厚生労働省
令で定める数の身体障害者又は知的障害者であ
る労働者に相当するものとみなす。
２ 第五十条第三項、第五十五条第三項及び第五十
六条第七項において準用する 第四十八条第六
項の規定の適用については、同項中「労働者」
とあるのは、「労働者又は重度身体障害者若し
くは重度知的障害者である短時間労働者」とす
る。
３ 厚生労働大臣は、重度身体障害者又は重度知的
障害者である短時間労働者に関しても、第四十
九条第一項第二号から第九号まで及び第十一号
に掲げる業務に相当する業務を行うことができ
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る。
４ 厚生労働大臣は、前項に規定する業務の全部又
は一部を機構に行わせるものとする。
５ 前項の場合においては、当該業務は、第四十九
条第一項第二号から第九号まで及び第十一号に
掲げる業務に含まれるものとみなして、第五十
一条及び第五十三条の規定を適用する。
６ 第五十五条第一項及び第二項の規定の適用につ
いては、重度身体障害者又は重度知的障害者で
ある短時間労働者は、身体障害者又は知的障害
者である労働者とみなし、これらの規定の身体
障害者又は知的障害者である労働者の数の算定
については、重度身体障害者又は重度知的障害
者である短時間労働者は、その一人をもつて、
同条第三項において準用する 第四十六条第二
項の政令で定める数に満たない範囲内において
厚生労働省令で定める数の身体障害者又は知的
障害者である労働者に相当するものとみなす。
７ 第五十六条第三項の規定の適用については、同
項中「知的障害者である労働者の数」とあるの
は、「知的障害者である労働者の数並びに重度
身体障害者又は重度知的障害者である短時間労
働者の数」とする。
８ 第五十二条第一項、第八十六条及び第八十七条
の規定の適用については、重度身体障害者又は
重度知的障害者である短時間労働者は、身体障
害者又は知的障害者である労働者とみなす。

る。
４ 厚生労働大臣は、前項に規定する業務の全部又
は一部を機構に行わせるものとする。
５ 前項の場合においては、当該業務は、第四十九
条第一項第二号から第九号まで及び第十一号に
掲げる業務に含まれるものとみなして、第五十
一条及び第五十三条の規定を適用する。
６ 第五十五条第一項及び第二項の規定の適用につ
いては、重度身体障害者又は重度知的障害者で
ある短時間労働者は、身体障害者又は知的障害
者である労働者とみなし、これらの規定の身体
障害者又は知的障害者である労働者の数の算定
については、重度身体障害者又は重度知的障害
者である短時間労働者は、その一人をもつて、
同条第三項において準用する 第四十五条の二第
四項の政令で定める数に満たない範囲内におい
て厚生労働省令で定める数の身体障害者又は知
的障害者である労働者に相当するものとみな
す。
７ 第五十六条第三項の規定の適用については、同
項中「知的障害者である労働者の数」とあるの
は、「知的障害者である労働者の数並びに重度
身体障害者又は重度知的障害者である短時間労
働者の数」とする。
８ 第五十二条第一項、第八十六条及び第八十七条
の規定の適用については、重度身体障害者又は
重度知的障害者である短時間労働者は、身体障
害者又は知的障害者である労働者とみなす。

- 本則-
施行日：平成21年 4月 1日
第四節 精神障害者に関する特例

（雇用義務等及び納付金関係業務に係る規定の適
用に関する特例）
第七十二条の二 精神障害者のうち精神保健及び精
神障害者福祉に関する法律（昭和二十五年法律
第百二十三号）第四十五条第二項の規定により
精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者
（第七十三条、次節及び第七十九条を除き、以
下「精神障害者」という。）である職員及び精
神障害者である労働者については、この条から
第七十二条の五までに定めるところにより、第
一節及び第二節（第三十七条、第三十八条第二
項、第四十三条第二項から第四項まで、 第四十
六条第二項（第五十条第三項、第五十四条第四
項及び第五十五条第三項において準用する場合
を含む。）、第四十八条、第四十九条第一項第
二号から第九号まで、第五十条第二項並びに第
五十四条第二項及び第三項を除く。）の規定を
適用するものとする。

第四節 精神障害者に関する特例
（雇用義務等及び納付金関係業務に係る規定の適
用に関する特例）
第七十二条の二 精神障害者のうち精神保健及び精
神障害者福祉に関する法律（昭和二十五年法律
第百二十三号）第四十五条第二項の規定により
精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者
（第七十三条、次節及び第七十九条を除き、以
下「精神障害者」という。）である職員及び精
神障害者である労働者については、この条から
第七十二条の五までに定めるところにより、第
一節及び第二節（第三十七条、第三十八条第二
項、第四十三条第二項から第四項まで、 第四十
五条の二第四項（第四十五条の三第五項、第四
十六条第二項、第五十条第三項、第五十四条第
四項及び第五十五条第三項において準用する場
合を含む。）、第四十八条、第四十九条第一項
第二号から第九号まで、第五十条第二項並びに
第五十四条第二項及び第三項を除く。）の規定
を適用するものとする。

- 本則-
施行日：平成21年 4月 1日
（雇用義務等に係る規定の精神障害者である労働 （雇用義務等に係る規定の精神障害者である労働
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者についての適用に関する特例）
第七十二条の四 第四十三条第一項の場合におい
て、当該事業主が精神障害者である労働者を雇
用しているときにおける同項の規定の適用につ
いては、当該雇用関係の変動がある時に、当該
事業主が身体障害者又は知的障害者である労働
者以外の労働者に替えて当該精神障害者である
労働者の数に相当する数の身体障害者又は知的
障害者である労働者を雇い入れたものとみな
す。
２ 第四十三条第五項の規定の適用については、精
神障害者である労働者は、身体障害者又は知的
障害者である労働者とみなす。
３ 第四十四条第一項及び第四十五条第一項の規定
の適用については、第四十四条第一項第二号か
ら第四号までの規定及び第四十五条第一項第三
号中「又は知的障害者である労働者」とあるの
は、「、知的障害者又は第七十二条の二に規定
する精神障害者である労働者」とする。
４ 第四十六条第一項の規定の適用については、精
神障害者である労働者は、身体障害者又は知的
障害者である労働者とみなす。
５ 事業主は、第四十六条第一項の身体障害者又は
知的障害者の雇入れに関する計画を作成し、又
は実施する場合においては、精神障害者の雇入
れは身体障害者又は知的障害者の雇入れに含ま
れるものとして、当該作成又は実施をすること
ができる。

者についての適用に関する特例）
第七十二条の四 第四十三条第一項の場合におい
て、当該事業主が精神障害者である労働者を雇
用しているときにおける同項の規定の適用につ
いては、当該雇用関係の変動がある時に、当該
事業主が身体障害者又は知的障害者である労働
者以外の労働者に替えて当該精神障害者である
労働者の数に相当する数の身体障害者又は知的
障害者である労働者を雇い入れたものとみな
す。
２ 第四十三条第五項の規定の適用については、精
神障害者である労働者は、身体障害者又は知的
障害者である労働者とみなす。
３ 第四十四条第一項、第四十五条第一項、第四十
五条の二第一項並びに第四十五条の三第一項及
び第三項の規定の適用については、精神障害者
である労働者は、第四十四条第一項第二号、第
四十五条の二第一項第三号並びに第四十五条の
三第一項第四号及び第六号において身体障害者
又は知的障害者である労働者とみなし、第四十
四条第一項第三号及び第四号、第四十五条第一
項第三号、第四十五条の二第一項第二号並びに
第四十五条の三第一項（第四号及び第六号を除
く。）及び第三項第一号中「又は知的障害者で
ある労働者」とあるのは「、知的障害者又は第
七十二条の二に規定する精神障害者である労働
者」と、第四十五条の二第一項第四号中「若し
くは知的障害者である労働者」とあるのは「、
知的障害者若しくは第七十二条の二に規定する
精神障害者である労働者」とする。
４ 第四十六条第一項の規定の適用については、精
神障害者である労働者は、身体障害者又は知的
障害者である労働者とみなす。
５ 事業主は、第四十六条第一項の身体障害者又は
知的障害者の雇入れに関する計画を作成し、又
は実施する場合においては、精神障害者の雇入
れは身体障害者又は知的障害者の雇入れに含ま
れるものとして、当該作成又は実施をすること
ができる。

- 本則-
施行日：平成21年 4月 1日
（準用）
第七十二条の六 重度身体障害者又は重度知的障害
者である短時間勤務職員及び重度身体障害者又
は重度知的障害者である短時間労働者に関する
前節（第七十二条第三項から第五項までを除
く。）の規定は、精神障害者である短時間勤務
職員及び精神障害者である短時間労働者につい
て準用する。この場合において、第七十条第一
項 及び第七十一条第四項中「同条第二項の政令
で定める数に満たない範囲内において厚生労働
省令で定める数」とあり、 同条第一項中「同条
第三項の政令で定める数に満たない範囲内にお
いて厚生労働省令で定める数」とあり、 並び
に第七十二条第一項及び第六項中「同条第三項

（準用）
第七十二条の六 重度身体障害者又は重度知的障害
者である短時間勤務職員及び重度身体障害者又
は重度知的障害者である短時間労働者に関する
前節（第七十二条第三項から第五項までを除
く。）の規定は、精神障害者である短時間勤務
職員及び精神障害者である短時間労働者につい
て準用する。この場合において、第七十条第一
項 ◆削除◆中「同条第二項の政令で定める数に
満たない範囲内において厚生労働省令で定める
数」とあり、 第七十一条第一項中「同条第三項
の政令で定める数に満たない範囲内において厚
生労働省令で定める数」とあり、 同条第三項及
び第四項中「第四十五条の二第四項の政令で定
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において準用する 第四十六条第二項の政令で定
める数に満たない範囲内において厚生労働省令
で定める数」とあるのは、「厚生労働省令で定
める数」と読み替えるものとする。

める数に満たない範囲内において厚生労働省令
で定める数」とあり、並びに第七十二条第一項
及び第六項中「同条第三項において準用する 第
四十五条の二第四項の政令で定める数に満たな
い範囲内において厚生労働省令で定める数」と
あるのは、「厚生労働省令で定める数」と読み
替えるものとする。

- 本則-
施行日：平成21年 4月 1日
第六節 障害者の在宅就業に関する特例

（在宅就業障害者特例調整金）
第七十四条の二 厚生労働大臣は、在宅就業障害者
の就業機会の確保を支援するため、事業主で次
項の規定に該当するものに対して、同項の在宅
就業障害者特例調整金を支給する業務を行うこ
とができる。
２ 厚生労働大臣は、厚生労働省令で定めるところ
により、各年度ごとに、在宅就業障害者との間
で書面により在宅就業契約を締結した事業主
（次条第一項に規定する在宅就業支援団体を除
く。以下この節において同じ。）であつて、在
宅就業障害者に在宅就業契約に基づく業務の対
価を支払つたものに対して、調整額に、当該年
度に支払つた当該対価の総額（以下「対象額」
という。）を評価額で除して得た数（その数に
一未満の端数があるときは、その端数は切り捨
てる。）を乗じて得た額に相当する金額を、当
該年度分の在宅就業障害者特例調整金として支
給する。ただし、在宅就業単位調整額に当該年
度に属する各月ごとの初日における当該事業主
の雇用する身体障害者、知的障害者又は精神障
害者である労働者の数の合計数を乗じて得た額
に相当する金額を超えることができない。
３ この節、次章、第五章及び附則第四条におい
て、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号
に定めるところによる。
一 在宅就業障害者 身体障害者、知的障害者又は
精神障害者であつて、自宅その他厚生労働省
令で定める場所において物品の製造、役務の
提供その他これらに類する業務を自ら行うも
の（雇用されている者を除く。）
二 在宅就業契約 在宅就業障害者が物品の製造、
役務の提供その他これらに類する業務を行う
旨の契約
三 在宅就業単位調整額 第五十条第二項に規定す
る単位調整額以下の額で政令で定める額
四 調整額 在宅就業単位調整額に評価基準月数
（在宅就業障害者の就業機会の確保に資する
程度その他の状況を勘案して政令で定める月
数をいう。以下同じ。）を乗じて得た額
五 評価額 障害者である労働者の平均的な給与の
状況その他の状況を勘案して政令で定める額
に評価基準月数を乗じて得た額

４ 第五十五条第一項の場合において、当該事業主
が当該年度において在宅就業障害者に在宅就業

第六節 障害者の在宅就業に関する特例
（在宅就業障害者特例調整金）
第七十四条の二 厚生労働大臣は、在宅就業障害者
の就業機会の確保を支援するため、事業主で次
項の規定に該当するものに対して、同項の在宅
就業障害者特例調整金を支給する業務を行うこ
とができる。
２ 厚生労働大臣は、厚生労働省令で定めるところ
により、各年度ごとに、在宅就業障害者との間
で書面により在宅就業契約を締結した事業主
（次条第一項に規定する在宅就業支援団体を除
く。以下この節において同じ。）であつて、在
宅就業障害者に在宅就業契約に基づく業務の対
価を支払つたものに対して、調整額に、当該年
度に支払つた当該対価の総額（以下「対象額」
という。）を評価額で除して得た数（その数に
一未満の端数があるときは、その端数は切り捨
てる。）を乗じて得た額に相当する金額を、当
該年度分の在宅就業障害者特例調整金として支
給する。ただし、在宅就業単位調整額に当該年
度に属する各月ごとの初日における当該事業主
の雇用する身体障害者、知的障害者又は精神障
害者である労働者の数の合計数を乗じて得た額
に相当する金額を超えることができない。
３ この節、次章、第五章及び附則第四条におい
て、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号
に定めるところによる。
一 在宅就業障害者 身体障害者、知的障害者又は
精神障害者であつて、自宅その他厚生労働省
令で定める場所において物品の製造、役務の
提供その他これらに類する業務を自ら行うも
の（雇用されている者を除く。）
二 在宅就業契約 在宅就業障害者が物品の製造、
役務の提供その他これらに類する業務を行う
旨の契約
三 在宅就業単位調整額 第五十条第二項に規定す
る単位調整額以下の額で政令で定める額
四 調整額 在宅就業単位調整額に評価基準月数
（在宅就業障害者の就業機会の確保に資する
程度その他の状況を勘案して政令で定める月
数をいう。以下同じ。）を乗じて得た額
五 評価額 障害者である労働者の平均的な給与の
状況その他の状況を勘案して政令で定める額
に評価基準月数を乗じて得た額

４ 第五十五条第一項の場合において、当該事業主
が当該年度において在宅就業障害者に在宅就業
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契約に基づく業務の対価を支払つており、か
つ、第二項の規定により算定した在宅就業障害
者特例調整金の額が算定額に達しないときは、
当該事業主が納付すべき納付金の額は、同条第
一項の規定にかかわらず、その差額に相当する
金額とする。この場合においては、当該事業主
については、第二項の規定にかかわらず、在宅
就業障害者特例調整金は支給しない。
５ 第五十五条第一項の場合において、当該事業主
が当該年度において在宅就業障害者に在宅就業
契約に基づく業務の対価を支払つており、か
つ、第二項の規定により算定した在宅就業障害
者特例調整金の額が算定額以上であるときは、
同項の規定にかかわらず、当該事業主に対し
て、その差額に相当する金額を、当該年度分の
在宅就業障害者特例調整金として支給する。こ
の場合においては、当該事業主については、同
条第一項の規定にかかわらず、納付金は徴収し
ない。
６ 厚生労働大臣は、第一項に規定する業務の全部
又は一部を機構に行わせるものとする。
７ 機構は、第一項に規定する業務に関し必要があ
ると認めるときは、事業主又は在宅就業障害者
に対し、必要な事項についての報告を求めるこ
とができる。
８ 第六項の場合における第五十三条の規定の適用
については、同条第一項中「並びに同項各号に
掲げる業務」とあるのは、「、第七十四条の二
第一項の在宅就業障害者特例調整金の支給に要
する費用並びに第四十九条第一項各号に掲げる
業務及び第七十四条の二第一項に規定する業
務」とする。
９ 親事業主に係る第二項、第四項及び第五項並び
に第五十六条第一項及び第四項の規定の適用に
ついては、 当該子会社及び当該関係会社が在宅
就業契約に基づく業務の対価として在宅就業障
害者に対して 支払つた額は、当該親事業主 のみ
が在宅就業契約に基づく業務の対価として在宅
就業障害者に対して支払つた額とみなす。

10 第五十条第四項及び第五項の規定は、第一項の
在宅就業障害者特例調整金について準用する。

契約に基づく業務の対価を支払つており、か
つ、第二項の規定により算定した在宅就業障害
者特例調整金の額が算定額に達しないときは、
当該事業主が納付すべき納付金の額は、同条第
一項の規定にかかわらず、その差額に相当する
金額とする。この場合においては、当該事業主
については、第二項の規定にかかわらず、在宅
就業障害者特例調整金は支給しない。
５ 第五十五条第一項の場合において、当該事業主
が当該年度において在宅就業障害者に在宅就業
契約に基づく業務の対価を支払つており、か
つ、第二項の規定により算定した在宅就業障害
者特例調整金の額が算定額以上であるときは、
同項の規定にかかわらず、当該事業主に対し
て、その差額に相当する金額を、当該年度分の
在宅就業障害者特例調整金として支給する。こ
の場合においては、当該事業主については、同
条第一項の規定にかかわらず、納付金は徴収し
ない。
６ 厚生労働大臣は、第一項に規定する業務の全部
又は一部を機構に行わせるものとする。
７ 機構は、第一項に規定する業務に関し必要があ
ると認めるときは、事業主又は在宅就業障害者
に対し、必要な事項についての報告を求めるこ
とができる。
８ 第六項の場合における第五十三条の規定の適用
については、同条第一項中「並びに同項各号に
掲げる業務」とあるのは、「、第七十四条の二
第一項の在宅就業障害者特例調整金の支給に要
する費用並びに第四十九条第一項各号に掲げる
業務及び第七十四条の二第一項に規定する業
務」とする。
９ 親事業主、関係親事業主又は特定組合等に係
る第二項、第四項及び第五項並びに第五十六条
第一項及び第四項の規定の適用については、 ◆
削除◆在宅就業契約に基づく業務の対価として
在宅就業障害者に対して 支払つた額に関し、当
該子会社及び当該関係会社が支払つた額は当該
親事業主 のみが支払つた額と、当該関係子会社
が支払つた額は当該関係親事業主のみが支払つ
た額と、当該特定事業主が支払つた額は当該特
定組合等のみが支払つた額とみなす。

10 第五十条第四項及び第五項の規定は、第一項の
在宅就業障害者特例調整金について準用する。

- 本則-
施行日：平成21年 4月 1日
（在宅就業支援団体）
第七十四条の三 各年度ごとに、事業主に在宅就業
対価相当額（事業主が厚生労働大臣の登録を受
けた法人（以下「在宅就業支援団体」とい
う。）との間で締結した物品の製造、役務の提
供その他これらに類する業務に係る契約に基づ
き当該事業主が在宅就業支援団体に対して支払
つた金額のうち、当該契約の履行に当たり在宅
就業支援団体が在宅就業障害者との間で締結し

（在宅就業支援団体）
第七十四条の三 各年度ごとに、事業主に在宅就業
対価相当額（事業主が厚生労働大臣の登録を受
けた法人（以下「在宅就業支援団体」とい
う。）との間で締結した物品の製造、役務の提
供その他これらに類する業務に係る契約に基づ
き当該事業主が在宅就業支援団体に対して支払
つた金額のうち、当該契約の履行に当たり在宅
就業支援団体が在宅就業障害者との間で締結し
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た在宅就業契約に基づく業務の対価として支払
つた部分の金額に相当する金額をいう。以下同
じ。）があるときは、その総額を当該年度の対
象額に加算する。この場合において、前条の規
定の適用については、同条第二項中「当該対価
の総額」とあるのは「当該対価の総額と次条第
一項に規定する在宅就業対価相当額の総額とを
合計した額」と、同条第九項中「 支払つた額
は、」とあるのは「 支払つた額は」と、「 支払
つた額と」とあるのは「 支払つた額と、当該子
会社及び当該関係会社に係る次条第一項に規定
する在宅就業対価相当額は当該親事業主のみに
係る同項に規定する在宅就業対価相当額と」と
する。
２ 前項の登録は、在宅就業障害者の希望に応じた
就業の機会を確保し、及び在宅就業障害者に対
して組織的に提供することその他の在宅就業障
害者に対する援助の業務を行う法人の申請によ
り行う。
３ 次の各号のいずれかに該当する法人は、第一項
の登録を受けることができない。
一 この法律の規定その他労働に関する法律の規
定であつて政令で定めるもの又は出入国管理
及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十
九号）第七十三条の二第一項の規定及び同項
の規定に係る同法第七十六条の二の規定によ
り、罰金の刑に処せられ、その執行を終わ
り、又は執行を受けることがなくなつた日か
ら五年を経過しない法人
二 第十八項の規定により登録を取り消され、そ
の取消しの日から五年を経過しない法人
三 役員のうちに、禁錮（こ）以上の刑に処せら
れ、又はこの法律の規定その他労働に関する
法律の規定であつて政令で定めるもの若しく
は暴力団員による不当な行為の防止等に関す
る法律（平成三年法律第七十七号）の規定
（同法第四十八条の規定を除く。）により、
若しくは刑法（明治四十年法律第四十五号）
第二百四条、第二百六条、第二百八条、第二
百八条の三、第二百二十二条若しくは第二百
四十七条の罪、暴力行為等処罰に関する法律
（大正十五年法律第六十号）の罪若しくは出
入国管理及び難民認定法第七十三条の二第一
項の罪を犯したことにより、罰金の刑に処せ
られ、その執行を終わり、又は執行を受ける
ことがなくなつた日から五年を経過しない者
のある法人

４ 厚生労働大臣は、第二項の規定により登録を申
請した法人が次に掲げる要件のすべてに適合し
ているときは、その登録をしなければならな
い。この場合において、登録に関して必要な手
続は、厚生労働省令で定める。
一 常時十人以上の在宅就業障害者に対して、次
に掲げる業務のすべてを継続的に実施してい
ること。
イ 在宅就業障害者の希望に応じた就業の機会
を確保し、及び在宅就業障害者に対して組

た在宅就業契約に基づく業務の対価として支払
つた部分の金額に相当する金額をいう。以下同
じ。）があるときは、その総額を当該年度の対
象額に加算する。この場合において、前条の規
定の適用については、同条第二項中「当該対価
の総額」とあるのは「当該対価の総額と次条第
一項に規定する在宅就業対価相当額の総額とを
合計した額」と、同条第九項中「 に関し、」と
あるのは「 に関し」と、「 とみなす」とあるの
は「 と、当該子会社及び当該関係会社に係る次
条第一項に規定する在宅就業対価相当額（以下
この項において「在宅就業対価相当額」とい
う。）は当該親事業主のみに係る在宅就業対価
相当額と、当該関係子会社に係る在宅就業対価
相当額は当該関係親事業主のみに係る在宅就業
対価相当額と、当該特定事業主に係る在宅就業
対価相当額は当該特定組合等のみに係る在宅就
業対価相当額とみなす」とする。
２ 前項の登録は、在宅就業障害者の希望に応じた
就業の機会を確保し、及び在宅就業障害者に対
して組織的に提供することその他の在宅就業障
害者に対する援助の業務を行う法人の申請によ
り行う。
３ 次の各号のいずれかに該当する法人は、第一項
の登録を受けることができない。
一 この法律の規定その他労働に関する法律の規
定であつて政令で定めるもの又は出入国管理
及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十
九号）第七十三条の二第一項の規定及び同項
の規定に係る同法第七十六条の二の規定によ
り、罰金の刑に処せられ、その執行を終わ
り、又は執行を受けることがなくなつた日か
ら五年を経過しない法人
二 第十八項の規定により登録を取り消され、そ
の取消しの日から五年を経過しない法人
三 役員のうちに、禁錮（こ）以上の刑に処せら
れ、又はこの法律の規定その他労働に関する
法律の規定であつて政令で定めるもの若しく
は暴力団員による不当な行為の防止等に関す
る法律（平成三年法律第七十七号）の規定
（同法第四十八条の規定を除く。）により、
若しくは刑法（明治四十年法律第四十五号）
第二百四条、第二百六条、第二百八条、第二
百八条の三、第二百二十二条若しくは第二百
四十七条の罪、暴力行為等処罰に関する法律
（大正十五年法律第六十号）の罪若しくは出
入国管理及び難民認定法第七十三条の二第一
項の罪を犯したことにより、罰金の刑に処せ
られ、その執行を終わり、又は執行を受ける
ことがなくなつた日から五年を経過しない者
のある法人

４ 厚生労働大臣は、第二項の規定により登録を申
請した法人が次に掲げる要件のすべてに適合し
ているときは、その登録をしなければならな
い。この場合において、登録に関して必要な手
続は、厚生労働省令で定める。
一 常時十人以上の在宅就業障害者に対して、次
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織的に提供すること。
ロ 在宅就業障害者に対して、その業務を適切
に行うために必要な知識及び技能を習得す
るための職業講習又は情報提供を行うこ
と。
ハ 在宅就業障害者に対して、その業務を適切
に行うために必要な助言その他の援助を行
うこと。
ニ 雇用による就業を希望する在宅就業障害者
に対して、必要な助言その他の援助を行う
こと。

二 前号イからニまでに掲げる業務（以下「実施
業務」という。）の対象である障害者に係る
障害に関する知識及び当該障害に係る障害者
の援助を行う業務に従事した経験並びに在宅
就業障害者に対して提供する就業の機会に係
る業務の内容に関する知識を有する者（次号
において「従事経験者」という。）が実施業
務を実施し、その人数が二人以上であるこ
と。
三 前号に掲げる者のほか、実施業務を適正に行
うための専任の管理者（従事経験者である者
に限る。）が置かれていること。
四 実施業務を行うために必要な施設及び設備を
有すること。

５ 登録は、在宅就業支援団体登録簿に次に掲げる
事項を記載してするものとする。
一 登録年月日及び登録番号
二 在宅就業支援団体の名称及び住所並びにその
代表者の氏名
三 在宅就業支援団体が在宅就業障害者に係る業
務を行う事業所の所在地

６ 第一項の登録は、三年以内において政令で定め
る期間ごとにその更新を受けなければ、その期
間の経過によつて、その効力を失う。
７ 第二項から第五項までの規定は、前項の登録の
更新について準用する。
８ 在宅就業支援団体は、物品の製造、役務の提供
その他これらに類する業務に係る契約に基づき
事業主から対価の支払を受けたときは、厚生労
働省令で定めるところにより、当該事業主に対
し、在宅就業対価相当額を証する書面を交付し
なければならない。
９ 在宅就業支援団体は、前項に定めるもののほ
か、第四項各号に掲げる要件及び厚生労働省令
で定める基準に適合する方法により在宅就業障
害者に係る業務を行わなければならない。

10 在宅就業支援団体は、第五項第二号又は第三号
に掲げる事項を変更しようとするときは、変更
しようとする日の二週間前までに、その旨を厚
生労働大臣に届け出なければならない。

11 在宅就業支援団体は、在宅就業障害者に係る業
務に関する規程（次項において「業務規程」と
いう。）を定め、当該業務の開始前に、厚生労
働大臣に届け出なければならない。これを変更
しようとするときも、同様とする。

12 業務規程には、在宅就業障害者に係る業務の実

に掲げる業務のすべてを継続的に実施してい
ること。
イ 在宅就業障害者の希望に応じた就業の機会
を確保し、及び在宅就業障害者に対して組
織的に提供すること。
ロ 在宅就業障害者に対して、その業務を適切
に行うために必要な知識及び技能を習得す
るための職業講習又は情報提供を行うこ
と。
ハ 在宅就業障害者に対して、その業務を適切
に行うために必要な助言その他の援助を行
うこと。
ニ 雇用による就業を希望する在宅就業障害者
に対して、必要な助言その他の援助を行う
こと。

二 前号イからニまでに掲げる業務（以下「実施
業務」という。）の対象である障害者に係る
障害に関する知識及び当該障害に係る障害者
の援助を行う業務に従事した経験並びに在宅
就業障害者に対して提供する就業の機会に係
る業務の内容に関する知識を有する者（次号
において「従事経験者」という。）が実施業
務を実施し、その人数が二人以上であるこ
と。
三 前号に掲げる者のほか、実施業務を適正に行
うための専任の管理者（従事経験者である者
に限る。）が置かれていること。
四 実施業務を行うために必要な施設及び設備を
有すること。

５ 登録は、在宅就業支援団体登録簿に次に掲げる
事項を記載してするものとする。
一 登録年月日及び登録番号
二 在宅就業支援団体の名称及び住所並びにその
代表者の氏名
三 在宅就業支援団体が在宅就業障害者に係る業
務を行う事業所の所在地

６ 第一項の登録は、三年以内において政令で定め
る期間ごとにその更新を受けなければ、その期
間の経過によつて、その効力を失う。
７ 第二項から第五項までの規定は、前項の登録の
更新について準用する。
８ 在宅就業支援団体は、物品の製造、役務の提供
その他これらに類する業務に係る契約に基づき
事業主から対価の支払を受けたときは、厚生労
働省令で定めるところにより、当該事業主に対
し、在宅就業対価相当額を証する書面を交付し
なければならない。
９ 在宅就業支援団体は、前項に定めるもののほ
か、第四項各号に掲げる要件及び厚生労働省令
で定める基準に適合する方法により在宅就業障
害者に係る業務を行わなければならない。

10 在宅就業支援団体は、第五項第二号又は第三号
に掲げる事項を変更しようとするときは、変更
しようとする日の二週間前までに、その旨を厚
生労働大臣に届け出なければならない。

11 在宅就業支援団体は、在宅就業障害者に係る業
務に関する規程（次項において「業務規程」と
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施方法その他の厚生労働省令で定める事項を定
めておかなければならない。

13 在宅就業支援団体は、在宅就業障害者に係る業
務の全部又は一部を休止し、又は廃止しようと
するときは、厚生労働省令で定めるところによ
り、あらかじめ、その旨を厚生労働大臣に届け
出なければならない。

14 在宅就業支援団体は、毎事業年度経過後三月以
内に、その事業年度の財産目録、貸借対照表及
び損益計算書又は収支計算書並びに事業報告書
（その作成に代えて電磁的記録（電子的方式、
磁気的方式その他の人の知覚によつては認識す
ることができない方式で作られる記録であつ
て、電子計算機による情報処理の用に供される
ものをいう。以下同じ。）の作成がされている
場合における当該電磁的記録を含む。以下「財
務諸表等」という。）を作成し、五年間事業所
に備えて置かなければならない。

15 在宅就業障害者その他の利害関係人は、在宅就
業支援団体の業務時間内は、いつでも、次に掲
げる請求をすることができる。ただし、第二号
又は第四号の請求をするには、在宅就業支援団
体の定めた費用を支払わなければならない。
一 財務諸表等が書面をもつて作成されていると
きは、当該書面の閲覧又は謄写の請求
二 前号の書面の謄本又は抄本の請求
三 財務諸表等が電磁的記録をもつて作成されて
いるときは、当該電磁的記録に記録された事
項を厚生労働省令で定める方法により表示し
たものの閲覧又は謄写の請求
四 前号の電磁的記録に記録された事項を電磁的
方法であつて厚生労働省令で定めるものによ
り提供することの請求又は当該事項を記載し
た書面の交付の請求

16 厚生労働大臣は、在宅就業支援団体が第四項各
号のいずれかに適合しなくなつたと認めるとき
は、当該在宅就業支援団体に対し、これらの規
定に適合するため必要な措置をとるべきことを
命ずることができる。

17 厚生労働大臣は、在宅就業支援団体が第九項の
規定に違反していると認めるときは、当該在宅
就業支援団体に対し、在宅就業障害者に係る業
務を行うべきこと又は当該業務の実施の方法そ
の他の業務の方法の改善に関し必要な措置をと
るべきことを命ずることができる。

18 厚生労働大臣は、在宅就業支援団体が次の各号
のいずれかに該当するときは、その登録を取り
消し、又は期間を定めて在宅就業障害者に係る
業務の全部若しくは一部の停止を命ずることが
できる。
一 第三項第一号又は第三号に該当するに至つた
とき。
二 第八項、第十項から第十四項まで又は次項の
規定に違反したとき。
三 正当な理由がないのに第十五項各号の規定に
よる請求を拒んだとき。
四 前二項の規定による命令に違反したとき。

いう。）を定め、当該業務の開始前に、厚生労
働大臣に届け出なければならない。これを変更
しようとするときも、同様とする。

12 業務規程には、在宅就業障害者に係る業務の実
施方法その他の厚生労働省令で定める事項を定
めておかなければならない。

13 在宅就業支援団体は、在宅就業障害者に係る業
務の全部又は一部を休止し、又は廃止しようと
するときは、厚生労働省令で定めるところによ
り、あらかじめ、その旨を厚生労働大臣に届け
出なければならない。

14 在宅就業支援団体は、毎事業年度経過後三月以
内に、その事業年度の財産目録、貸借対照表及
び損益計算書又は収支計算書並びに事業報告書
（その作成に代えて電磁的記録（電子的方式、
磁気的方式その他の人の知覚によつては認識す
ることができない方式で作られる記録であつ
て、電子計算機による情報処理の用に供される
ものをいう。以下同じ。）の作成がされている
場合における当該電磁的記録を含む。以下「財
務諸表等」という。）を作成し、五年間事業所
に備えて置かなければならない。

15 在宅就業障害者その他の利害関係人は、在宅就
業支援団体の業務時間内は、いつでも、次に掲
げる請求をすることができる。ただし、第二号
又は第四号の請求をするには、在宅就業支援団
体の定めた費用を支払わなければならない。
一 財務諸表等が書面をもつて作成されていると
きは、当該書面の閲覧又は謄写の請求
二 前号の書面の謄本又は抄本の請求
三 財務諸表等が電磁的記録をもつて作成されて
いるときは、当該電磁的記録に記録された事
項を厚生労働省令で定める方法により表示し
たものの閲覧又は謄写の請求
四 前号の電磁的記録に記録された事項を電磁的
方法であつて厚生労働省令で定めるものによ
り提供することの請求又は当該事項を記載し
た書面の交付の請求

16 厚生労働大臣は、在宅就業支援団体が第四項各
号のいずれかに適合しなくなつたと認めるとき
は、当該在宅就業支援団体に対し、これらの規
定に適合するため必要な措置をとるべきことを
命ずることができる。

17 厚生労働大臣は、在宅就業支援団体が第九項の
規定に違反していると認めるときは、当該在宅
就業支援団体に対し、在宅就業障害者に係る業
務を行うべきこと又は当該業務の実施の方法そ
の他の業務の方法の改善に関し必要な措置をと
るべきことを命ずることができる。

18 厚生労働大臣は、在宅就業支援団体が次の各号
のいずれかに該当するときは、その登録を取り
消し、又は期間を定めて在宅就業障害者に係る
業務の全部若しくは一部の停止を命ずることが
できる。
一 第三項第一号又は第三号に該当するに至つた
とき。
二 第八項、第十項から第十四項まで又は次項の
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五 不正の手段により第一項の登録を受けたと
き。

19 在宅就業支援団体は、厚生労働省令で定めると
ころにより、帳簿を備え、在宅就業障害者に係
る業務に関し厚生労働省令で定める事項を記載
し、これを保存しなければならない。

20 機構は、第一項において読み替えて適用する前
条第二項の場合における同条第一項の業務に関
し必要があると認めるときは、事業主、在宅就
業障害者又は在宅就業支援団体に対し、必要な
事項についての報告を求めることができる。

21 在宅就業支援団体は、毎年一回、厚生労働省令
で定めるところにより、在宅就業障害者に係る
業務に関し厚生労働省令で定める事項を厚生労
働大臣に報告しなければならない。

22 厚生労働大臣は、次に掲げる場合には、その旨
を官報に公示しなければならない。
一 第一項の登録をしたとき。
二 第十項の規定による届出があつたとき。
三 第十三項の規定による届出があつたとき。
四 第十八項の規定により第一項の登録を取り消
し、又は在宅就業障害者に係る業務の停止を
命じたとき。

規定に違反したとき。
三 正当な理由がないのに第十五項各号の規定に
よる請求を拒んだとき。
四 前二項の規定による命令に違反したとき。
五 不正の手段により第一項の登録を受けたと
き。

19 在宅就業支援団体は、厚生労働省令で定めると
ころにより、帳簿を備え、在宅就業障害者に係
る業務に関し厚生労働省令で定める事項を記載
し、これを保存しなければならない。

20 機構は、第一項において読み替えて適用する前
条第二項の場合における同条第一項の業務に関
し必要があると認めるときは、事業主、在宅就
業障害者又は在宅就業支援団体に対し、必要な
事項についての報告を求めることができる。

21 在宅就業支援団体は、毎年一回、厚生労働省令
で定めるところにより、在宅就業障害者に係る
業務に関し厚生労働省令で定める事項を厚生労
働大臣に報告しなければならない。

22 厚生労働大臣は、次に掲げる場合には、その旨
を官報に公示しなければならない。
一 第一項の登録をしたとき。
二 第十項の規定による届出があつたとき。
三 第十三項の規定による届出があつたとき。
四 第十八項の規定により第一項の登録を取り消
し、又は在宅就業障害者に係る業務の停止を
命じたとき。

- 附則-
施行日：平成21年 4月 1日
（三百人以下の労働者を雇用する事業主に係る納
付金及び報奨金等に関する暫定措置）
第四条 常時三百人以下の労働者を雇用する事業主
（特殊法人を除く。以下この条において同
じ。）については、当分の間、第四十九条第一
項第一号、第五十条並びに第三章第二節第二款
及び第六節の規定は、適用しない。
２ 厚生労働大臣は、当分の間、常時三百人以下の
労働者を雇用する事業主に対して次項の報奨金
及び第四項の在宅就業障害者特例報奨金（以下
「報奨金等」という。）を支給する業務を行う
ことができる。
３ 厚生労働大臣は、当分の間、厚生労働省令で定
めるところにより、各年度ごとに、常時三百人
以下の労働者を雇用する事業主のうち、当該年
度に属する各月ごとの初日におけるその雇用す
る身体障害者又は知的障害者である労働者の数
の合計数が、当該年度に属する各月ごとにその
初日におけるその雇用する労働者の数に第五十
四条第三項に規定する基準雇用率を超える率で
あつて厚生労働省令で定めるものを乗じて得た
数（その数に一人未満の端数があるときは、そ
の端数は、切り捨てる。）の合計数又は厚生労
働省令で定める数のいずれか多い数を超える事
業主（以下この条において「対象事業主」とい
う。）に対して、その超える数を第五十条第二

（三百人以下の労働者を雇用する事業主に係る納
付金及び報奨金等に関する暫定措置）
第四条 常時三百人以下の労働者を雇用する事業主
（特殊法人を除く。以下この条において同
じ。）については、当分の間、第四十九条第一
項第一号、第五十条並びに第三章第二節第二款
及び第六節の規定は、適用しない。
２ 厚生労働大臣は、当分の間、常時三百人以下の
労働者を雇用する事業主に対して次項の報奨金
及び第四項の在宅就業障害者特例報奨金（以下
「報奨金等」という。）を支給する業務を行う
ことができる。
３ 厚生労働大臣は、当分の間、厚生労働省令で定
めるところにより、各年度ごとに、常時三百人
以下の労働者を雇用する事業主のうち、当該年
度に属する各月ごとの初日におけるその雇用す
る身体障害者又は知的障害者である労働者の数
の合計数が、当該年度に属する各月ごとにその
初日におけるその雇用する労働者の数に第五十
四条第三項に規定する基準雇用率を超える率で
あつて厚生労働省令で定めるものを乗じて得た
数（その数に一人未満の端数があるときは、そ
の端数は、切り捨てる。）の合計数又は厚生労
働省令で定める数のいずれか多い数を超える事
業主（以下この条において「対象事業主」とい
う。）に対して、その超える数を第五十条第二
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項に規定する単位調整額以下の額で厚生労働省
令で定める額に乗じて得た額に相当する金額
を、当該年度分の報奨金として支給する。
４ 厚生労働大臣は、当分の間、厚生労働省令で定
めるところにより、各年度ごとに、在宅就業障
害者との間で書面により在宅就業契約を締結し
た対象事業主（在宅就業支援団体を除く。以下
同じ。）であつて、在宅就業障害者に在宅就業
契約に基づく業務の対価を支払つたものに対し
て、報奨額に、対象額を評価額で除して得た数
（その数に一未満の端数があるときは、その端
数は切り捨てる。）を乗じて得た額に相当する
金額を、当該年度分の在宅就業障害者特例報奨
金として支給する。ただし、在宅就業単位報奨
額に当該年度に属する各月ごとの初日における
当該対象事業主の雇用する身体障害者、知的障
害者又は精神障害者である労働者の数の合計数
を乗じて得た額に相当する金額を超えることが
できない。
５ 前項において次の各号に掲げる用語の意義は、
当該各号に定めるところによる。
一 在宅就業単位報奨額 第五十条第二項に規定す
る単位調整額以下の額で厚生労働省令で定め
る額
二 報奨額 在宅就業単位報奨額に評価基準月数を
乗じて得た額

６ 各年度ごとに、対象事業主に在宅就業対価相当
額があるときは、その総額を当該年度の対象額
に加算する。この場合において、第四項の規定
の適用については、同項中「対象額」とあるの
は、「対象額と在宅就業対価相当額の総額とを
合計した額」とし、第八項において準用する第
七十四条の二第九項の規定の適用については、
同項中「 支払つた額は、」とあるのは「 支払つ
た額は」と、「 支払つた額と」とあるのは「 支
払つた額と、当該子会社及び当該関係会社に係
る次条第一項に規定する在宅就業対価相当額は
当該親事業主のみに係る同項に規定する在宅就
業対価相当額と」とする。
７ 厚生労働大臣は、第二項に規定する業務の全部
又は一部を機構に行わせるものとする。
８ 第四十六条第二項の規定は第三項の身体障害者
又は知的障害者である労働者の数の算定につい
て、 同条第三項の規定は親事業主 ◆追加◆に係
る第一項から第三項までの規定の適用につい
て、第五十条第四項及び第五項の規定は報奨金
等について、第七十四条の二第七項及び第七十
四条の三第二十項の規定は第二項に規定する業
務（第四項に係るものに限る。）について、第
七十四条の二第九項の規定は第四項の在宅就業
障害者特例報奨金について準用する。
９ 第五十二条第二項、第五十三条、第八十六条第
一号（第四十三条第五項に係る部分を除
く。）、第八十七条及び第八十九条の規定の適
用については、当分の間、第五十三条第一項中
「並びに同項各号に掲げる業務」とあるのは
「、附則第四条第二項の報奨金等の支給に要す

項に規定する単位調整額以下の額で厚生労働省
令で定める額に乗じて得た額に相当する金額
を、当該年度分の報奨金として支給する。
４ 厚生労働大臣は、当分の間、厚生労働省令で定
めるところにより、各年度ごとに、在宅就業障
害者との間で書面により在宅就業契約を締結し
た対象事業主（在宅就業支援団体を除く。以下
同じ。）であつて、在宅就業障害者に在宅就業
契約に基づく業務の対価を支払つたものに対し
て、報奨額に、対象額を評価額で除して得た数
（その数に一未満の端数があるときは、その端
数は切り捨てる。）を乗じて得た額に相当する
金額を、当該年度分の在宅就業障害者特例報奨
金として支給する。ただし、在宅就業単位報奨
額に当該年度に属する各月ごとの初日における
当該対象事業主の雇用する身体障害者、知的障
害者又は精神障害者である労働者の数の合計数
を乗じて得た額に相当する金額を超えることが
できない。
５ 前項において次の各号に掲げる用語の意義は、
当該各号に定めるところによる。
一 在宅就業単位報奨額 第五十条第二項に規定す
る単位調整額以下の額で厚生労働省令で定め
る額
二 報奨額 在宅就業単位報奨額に評価基準月数を
乗じて得た額

６ 各年度ごとに、対象事業主に在宅就業対価相当
額があるときは、その総額を当該年度の対象額
に加算する。この場合において、第四項の規定
の適用については、同項中「対象額」とあるの
は、「対象額と在宅就業対価相当額の総額とを
合計した額」とし、第八項において準用する第
七十四条の二第九項の規定の適用については、
同項中「 に関し、」とあるのは「 に関し」と、
「 とみなす」とあるのは「 と、当該子会社及び
当該関係会社に係る次条第一項に規定する在宅
就業対価相当額（以下この項において「在宅就
業対価相当額」という。）は当該親事業主のみ
に係る在宅就業対価相当額と、当該関係子会社
に係る在宅就業対価相当額は当該関係親事業主
のみに係る在宅就業対価相当額と、当該特定事
業主に係る在宅就業対価相当額は当該特定組合
等のみに係る在宅就業対価相当額とみなす」と
する。
７ 厚生労働大臣は、第二項に規定する業務の全部
又は一部を機構に行わせるものとする。
８ 第四十五条の二第四項の規定は第三項の身体障
害者又は知的障害者である労働者の数の算定に
ついて、 第四十八条第六項の規定は親事業主 、
関係親事業主又は特定組合等に係る第一項から
第三項までの規定の適用について、第五十条第
四項及び第五項の規定は報奨金等について、第
七十四条の二第七項及び第七十四条の三第二十
項の規定は第二項に規定する業務（第四項に係
るものに限る。）について、第七十四条の二第
九項の規定は第四項の在宅就業障害者特例報奨
金について準用する。
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る費用並びに第四十九条第一項各号に掲げる業
務及び附則第四条第二項に規定する業務」と、
第八十六条第一号中「、第七十四条の二第七項
又は第七十四条の三第二十項」とあるのは「又
は第七十四条の二第七項若しくは第七十四条の
三第二十項（附則第四条第八項において準用す
る場合を含む。）」とする。

10 第三項の身体障害者又は知的障害者である労働
者の数の算定に当たつては、重度身体障害者又
は重度知的障害者である短時間労働者は、その
一人をもつて、第七十二条第一項の厚生労働省
令で定める数の身体障害者又は知的障害者であ
る労働者に相当するものとみなす。

11 第八項において準用する 第四十六条第三項の規
定の適用（第三項の規定の適用に係る部分に限
る。）については、 同条第三項中「労働者」と
あるのは、「労働者、重度身体障害者である短
時間労働者又は重度知的障害者である短時間労
働者」とする。

12 精神障害者である労働者は、身体障害者又は知
的障害者である労働者とみなして、第三項の規
定を適用する。

13 重度身体障害者又は重度知的障害者である短時
間労働者に関する第十項及び第十一項の規定
は、精神障害者である短時間労働者について準
用する。この場合において、第十項中「第七十
二条第一項」とあるのは、「第七十二条の六に
おいて読み替えて準用する第七十二条第一項」
と読み替えるものとする。

９ 第五十二条第二項、第五十三条、第八十六条第
一号（第四十三条第五項に係る部分を除
く。）、第八十七条及び第八十九条の規定の適
用については、当分の間、第五十三条第一項中
「並びに同項各号に掲げる業務」とあるのは
「、附則第四条第二項の報奨金等の支給に要す
る費用並びに第四十九条第一項各号に掲げる業
務及び附則第四条第二項に規定する業務」と、
第八十六条第一号中「、第七十四条の二第七項
又は第七十四条の三第二十項」とあるのは「又
は第七十四条の二第七項若しくは第七十四条の
三第二十項（附則第四条第八項において準用す
る場合を含む。）」とする。

10 第三項の身体障害者又は知的障害者である労働
者の数の算定に当たつては、重度身体障害者又
は重度知的障害者である短時間労働者は、その
一人をもつて、第七十二条第一項の厚生労働省
令で定める数の身体障害者又は知的障害者であ
る労働者に相当するものとみなす。

11 第八項において準用する 第四十八条第六項の規
定の適用（第三項の規定の適用に係る部分に限
る。）については、 同条第六項中「労働者」と
あるのは、「労働者、重度身体障害者である短
時間労働者又は重度知的障害者である短時間労
働者」とする。

12 精神障害者である労働者は、身体障害者又は知
的障害者である労働者とみなして、第三項の規
定を適用する。

13 重度身体障害者又は重度知的障害者である短時
間労働者に関する第十項及び第十一項の規定
は、精神障害者である短時間労働者について準
用する。この場合において、第十項中「第七十
二条第一項」とあるのは、「第七十二条の六に
おいて読み替えて準用する第七十二条第一項」
と読み替えるものとする。

- 附則-
施行日：平成21年 4月 1日
（除外率設定業種に係る納付金の額の算定等に関
する暫定措置）
第五条 第五十条、第五十四条及び前条の規定の適
用については、当分の間、第五十条第一項中
「同条第一項の規定により算定した額」とある
のは「当該調整基礎額に当該年度に属する各月
ごとにその初日におけるその雇用する労働者の
数に附則第五条第一項の規定により読み替えて
適用される第五十四条第三項に規定する基準雇
用率を乗じて得た数（その数に一人未満の端数
があるときは、その端数は、切り捨てる。）の
合計数を乗じて得た額」と、同条第二項及び前
条第三項中「第五十四条第三項に規定する基準
雇用率」とあるのは「附則第五条第一項の規定
により読み替えて適用される第五十四条第三項
に規定する基準雇用率」と、第五十四条第一項
及び第二項中「その雇用する労働者の数」とあ
るのは「その雇用する労働者の数（除外率設定

（除外率設定業種に係る納付金の額の算定等に関
する暫定措置）
第五条 第五十条、第五十四条及び前条の規定の適
用については、当分の間、第五十条第一項中
「同条第一項の規定により算定した額」とある
のは「当該調整基礎額に当該年度に属する各月
ごとにその初日におけるその雇用する労働者の
数に附則第五条第一項の規定により読み替えて
適用される第五十四条第三項に規定する基準雇
用率を乗じて得た数（その数に一人未満の端数
があるときは、その端数は、切り捨てる。）の
合計数を乗じて得た額」と、同条第二項及び前
条第三項中「第五十四条第三項に規定する基準
雇用率」とあるのは「附則第五条第一項の規定
により読み替えて適用される第五十四条第三項
に規定する基準雇用率」と、第五十四条第一項
及び第二項中「その雇用する労働者の数」とあ
るのは「その雇用する労働者の数（除外率設定
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業種に属する事業を行う事業所の事業主にあつ
ては、その日におけるその雇用する労働者の数
から、その日における当該事業所に係る除外率
設定業種ごとの労働者の数に当該除外率設定業
種に係る除外率を乗じて得た数（その数に一人
未満の端数があるときは、その端数は、切り捨
てる。）を合計した数を控除した数）」と、同
条第三項中「労働者の総数に対する」とあるの
は「労働者の総数から除外率設定業種ごとの労
働者の総数に当該除外率設定業種に係る除外率
を乗じて得た数の合計数を控除した数に対す
る」と、同条第四項中「準用する」とあるのは
「準用する。この場合において、 同条第三項中
「、当該親事業主」とあるのは「当該親事業
主」と、「とみなす」 とあるのは「と、当該子
会社及び当該関係会社の事業所は当該親事業主
の事業所と ◆追加◆みなす」と読み替えるもの
とする」とする。
２ 前項の措置は、身体障害者又は知的障害者であ
る労働者とその他の労働者との交替、身体障害
者又は知的障害者の職業訓練の充実、身体障害
者又は知的障害者の就業上必要な作業設備及び
作業補助具の改善整備の状況等に照らして、除
外率設定業種に属する事業を行う事業主につい
て、同項の規定を適用しなくてもその事業の運
営に支障を生じないと認められる事業主が多数
を占めるに至つたときは、速やかに廃止するも
のとする。

業種に属する事業を行う事業所の事業主にあつ
ては、その日におけるその雇用する労働者の数
から、その日における当該事業所に係る除外率
設定業種ごとの労働者の数に当該除外率設定業
種に係る除外率を乗じて得た数（その数に一人
未満の端数があるときは、その端数は、切り捨
てる。）を合計した数を控除した数）」と、同
条第三項中「労働者の総数に対する」とあるの
は「労働者の総数から除外率設定業種ごとの労
働者の総数に当該除外率設定業種に係る除外率
を乗じて得た数の合計数を控除した数に対す
る」と、同条第四項中「準用する」とあるのは
「準用する。この場合において、 同条第六項
中「とみなす」 とあるのは、「と、当該子会社
及び当該関係会社の事業所は当該親事業主の事
業所と 、当該関係子会社の事業所は当該関係親
事業主の事業所と、当該特定事業主の事業所は
当該特定組合等の事業所とみなす」と読み替え
るものとする」とする。
２ 前項の措置は、身体障害者又は知的障害者であ
る労働者とその他の労働者との交替、身体障害
者又は知的障害者の職業訓練の充実、身体障害
者又は知的障害者の就業上必要な作業設備及び
作業補助具の改善整備の状況等に照らして、除
外率設定業種に属する事業を行う事業主につい
て、同項の規定を適用しなくてもその事業の運
営に支障を生じないと認められる事業主が多数
を占めるに至つたときは、速やかに廃止するも
のとする。

- 改正法･附則・題名- ～ 平成20年12月26日 法律 第96号～
施行日：平成21年 4月 1日
◆追加◆ 附 則（平成二〇・一二・二六法九六）抄

- 改正法･附則- ～ 平成20年12月26日 法律 第96号～
施行日：平成21年 4月 1日
◆追加◆ （施行期日）

第一条 この法律は、平成二十一年四月一日から施
行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当
該各号に定める日から施行する。
一 第二条並びに次条〔中略〕の規定 平成二十二
年七月一日
二 第三条の規定（次号に掲げる改正規定を除
く。）〔中略〕の規定 平成二十四年四月一日
三 第三条中附則第四条の改正規定並びに附則第
三条〔中略〕の規定 平成二十七年四月一日

- 改正法･附則- ～ 平成20年12月26日 法律 第96号～
施行日：平成21年 4月 1日
◆追加◆ （障害者雇用納付金及び障害者雇用調整金に関す

る経過措置）
第二条 その雇用する労働者（第二条の規定による
改正後の障害者の雇用の促進等に関する法律



障害者の雇用の促進等に関する法律

file:///O|/...048/障害者の雇用の促進等に関する法律（平成21年4月1日施行分、平成20年12月26日法律第96号改正）.html[2009/04/20 11:35:21]

（以下この条において「新法」という。）第四
十三条第一項に規定する労働者をいう。）の数
が常時二百一人以上三百人以下である事業主に
係る新法第五十条第二項及び第五十四条第二項
の規定の適用については、前条第一号に掲げる
規定の施行の日から起算して五年を経過する日
までの間は、新法第五十条第二項及び第五十四
条第二項中「、政令で定める金額」とあるの
は、「政令で定める金額以下の額で厚生労働省
令で定める額」とする。
２ 新法第四十三条第八項の規定は、前項の雇用す
る労働者の数の算定について準用する。

- 改正法･附則- ～ 平成20年12月26日 法律 第96号～
施行日：平成21年 4月 1日
◆追加◆ 第三条 その雇用する労働者（第三条の規定による

改正後の障害者の雇用の促進等に関する法律
（以下この条において「新法」という。）第四
十三条第一項に規定する労働者をいう。）の数
が常時百一人以上二百人以下である事業主に係
る新法第五十条第二項及び第五十四条第二項の
規定の適用については、附則第一条第三号に掲
げる規定の施行の日から起算して五年を経過す
る日までの間は、新法第五十条第二項及び第五
十四条第二項中「、政令で定める金額」とある
のは、「政令で定める金額以下の額で厚生労働
省令で定める額」とする。
２ 新法第四十三条第八項の規定は、前項の雇用す
る労働者の数の算定について準用する。

- 改正法･附則- ～ 平成20年12月26日 法律 第96号～
施行日：平成21年 4月 1日
◆追加◆ （政令への委任）

第四条 この附則に定めるもののほか、この法律の
施行に関して必要な経過措置は、政令で定め
る。

- 改正法･附則- ～ 平成20年12月26日 法律 第96号～
施行日：平成21年 4月 1日
◆追加◆ （検討）

第五条 政府は、この法律の施行後五年を目途とし
て、この法律による改正後の障害者の雇用の促
進等に関する法律の規定について、その施行の
状況等を勘案しつつ検討を加え、必要があると
認めるときは、その結果に基づいて所要の措置
を講ずるものとする。
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